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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　受信された信号を復調して復調された信号を生成し、
　前記復調された信号を歪ませて歪まされた復調された信号を生成し、
　前記歪まされた復調された信号に基づいて信号品質に直接比例した値を表す信号品質測
定値を決定し、
　前記信号品質測定値に基づいて送信パワーの調節をリクエストするステップを含んでい
る、データブロックの再送信に依存せずにＦＥＲ（フレームエラー率）を減少させること
によって低いＦＥＲを有するデータを転送する、信号送信パワーの制御方法において、
　前記調節をリクエストするステップは、
　　前記決定された信号品質測定値を予め選択されたしきい値と比較し、
　　前記信号品質測定値が前記しきい値を超えた場合には送信パワーの増加をリクエスト
するステップを含んでおり、
　前記方法はさらに、
　　前記復調された信号をデコードして決定データを生成し、
　　前記歪まされた復調された信号をデコードして歪みを有する決定データを生成し、
　　前記歪まされた決定データに基づいて第２の信号品質測定値を決定し、
　　前記第２の信号品質測定値に基づいて前記しきい値を調節するステップを含んでいる
制御方法。
【請求項２】
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　前記復調された信号を歪ませるステップは、雑音を前記復調された信号に付加して前記
歪まされた復調された信号を生成するステップをさらに含んでいる請求項１記載の方法。
【請求項３】
　前記信号品質測定値を決定するステップは、前記歪まされた復調された信号の信号対雑
音比を決定するステップをさらに含んでいる請求項１記載の方法。
【請求項４】
　前記調節をリクエストするステップは、前記信号対雑音比に基づいて前記送信パワーの
調節をリクエストするステップをさらに含んでいる請求項３記載の方法。
【請求項５】
　前記調節をリクエストするステップはさらに、前記信号品質測定値が前記しきい値を超
えていない場合には送信パワーの減少をリクエストするステップを含んでいる請求項１記
載の方法。
【請求項６】
　前記第２の信号品質測定値はフレームエラーの測定を含んでいる請求項１記載の方法。
【請求項７】
　前記決定データをデジタルベースバンド回路に与えるステップをさらに含んでいる請求
項１記載の方法。
【請求項８】
　受信された信号を復調するステップは、前記受信された信号を複数のデータ値と相関し
て、前記復調された信号を生成するステップをさらに含んでいる請求項１記載の方法。
【請求項９】
　受信された信号を復調するステップは、前記復調された信号を量子化して、量子化され
復調された信号を生成するステップをさらに含んでおり、信号品質測定値を決定するステ
ップは、前記量子化され復調された信号に基づいて前記信号品質測定値を決定するステッ
プをさらに含んでいる請求項８記載の方法。
【請求項１０】
　前記復調された信号は送信された信号の対応するディジットの信頼値の測定値を反映し
ているソフト決定データを含んでいる請求項１記載の方法。
【請求項１１】
　前記復調された信号を歪ませるステップは、前記ソフト決定データを歪ませて、前記信
頼値の測定値を減少させるステップをさらに含んでいる請求項１０記載の方法。
【請求項１２】
　前記信号は基地局によって送信され、ユーザ端末によって受信され、受信された信号を
復調し、前記復調された信号を歪ませ、信号品質測定値を決定し、調節をリクエストする
前記ステップはユーザ端末によって実行され、基地局の送信パワーが制御される請求項１
記載の方法。
【請求項１３】
　前記信号はゲートウェイにより送信され、衛星を介してユーザ端末によって受信され、
受信された信号を復調し、前記復調された信号を歪ませ、信号品質測定値を決定し、調節
をリクエストする前記ステップはユーザ端末によって実行され、ゲートウェイの送信パワ
ーを制御する請求項１記載の方法。
【請求項１４】
　前記信号はユーザ端末によって送信され、基地局によって受信されて、ユーザ端末の送
信パワーを制御する請求項１記載の方法。
【請求項１５】
　前記信号はユーザ端末によって送信され、衛星を経てゲートウェイによって受信され、
受信された信号を復調し、前記復調された信号を歪ませ、信号品質測定値を決定し、調節
をリクエストする前記ステップはゲートウェイによって実行され、ユーザ端末の送信パワ
ーを制御する請求項１記載の方法。
【請求項１６】
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　受信された信号を復調して復調された信号を生成し、
　前記復調された信号を歪ませて歪まされた復調された信号を生成し、
　前記歪まされた復調された信号に基づいて信号品質に反比例した値を表す信号品質測定
値を決定し、
　前記信号品質測定値に基づいて送信パワーの調節をリクエストするステップを含んでい
る、データブロックの再送信に依存せずにＦＥＲ（フレームエラー率）を減少させること
によって低いＦＥＲを有するデータを転送する、信号送信パワーの制御方法において、
　前記調節をリクエストするステップは、
　　前記決定された信号品質測定値を予め選択されたしきい値と比較し、
　　前記信号品質測定値が前記しきい値を超えた場合には送信パワーの減少をリクエスト
するステップを含んでおり、
　前記方法はさらに、
　　前記復調された信号をデコードして決定データを生成し、
　　前記歪まされた復調された信号をデコードして歪みを有する決定データを生成し、
　　前記歪まされた決定データに基づいて第２の信号品質測定値を決定し、
　　前記第２の信号品質測定値に基づいて前記しきい値を調節するステップを含んでいる
制御方法。
【請求項１７】
　前記調節をリクエストするステップはさらに、前記信号品質測定値が前記しきい値を超
えていない場合には送信パワーの増加をリクエストするステップを含んでいる請求項１６
記載の方法。
【請求項１８】
　受信された信号を復調して復調された信号を生成する復調器（４０１）と、
　前記復調された信号を歪ませて歪まされた復調された信号を生成する歪み装置（４１２
）と、
　前記歪まされた復調された信号に基づいて信号品質測定値を決定する信号品質評価装置
（４１８）と、
　前記信号品質測定値に基づいて送信パワーの調節をリクエストするパワーコマンド発生
器（４２０）とを具備する、データブロックの再送信に依存せずにＦＥＲ（フレームエラ
ー率）を減少させることによって低いＦＥＲを有するデータを転送する、信号送信パワー
を制御する装置において、
前記信号品質測定値は信号品質に直接比例する値を表し、前記パワーコマンド発生器（４
２０）は、前記信号品質測定値をしきい値と比較し、前記信号品質測定値が前記しきい値
を超えた場合には送信パワーの増加をリクエストし、
　前記装置はさらに、
　　前記復調された信号をデコードして決定データを生成するデコーダ（４１０）と、
　　前記歪まされた復調された信号をデコードして歪まされた決定データを生成するバー
チャルデコーダ（４１４）と、
　　前記歪まされた決定データに基づいて第２の信号品質測定値を決定するエラー検出器
（４１６）と、
　　前記第２の信号品質測定値に基づいて前記しきい値を調節する手段とを具備する、装
置。
【請求項１９】
　前記歪み装置（４１２）は雑音を前記復調された信号に付加する請求項１８記載の装置
。
【請求項２０】
　前記信号品質測定値は信号対雑音比を含んでいる請求項１８記載の装置。
【請求項２１】
　前記パワーコマンド決定装置は前記信号対雑音比に基づいて前記調節をリクエストする
請求項２０記載の装置。
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【請求項２２】
　前記パワーコマンド発生器（４２０）は前記信号品質測定値が前記しきい値を超えてい
ない場合には送信パワーの減少をリクエストする請求項１８記載の装置。
【請求項２３】
　前記エラー検出器（４１６）により決定された前記第２の信号品質測定値はフレームエ
ラーの測定値である請求項１８記載の装置。
【請求項２４】
　前記決定データはデジタルベースバンド回路に与えられる請求項１８記載の装置。
【請求項２５】
　前記復調器（４０１）は前記受信された信号を複数のデータ値に相関させて前記復調さ
れた信号を生成する相関器を具備している請求項１８記載の装置。
【請求項２６】
　前記相関器の出力を量子化して、量子化され復調された信号を生成する量子化装置をさ
らに具備し、前記信号品質評価装置（４１８）は前記量子化され復調された信号に基づい
て前記信号品質測定値を決定する請求項２５記載の装置。
【請求項２７】
　前記復調された信号は、送信された信号の対応するディジットの信頼値の測定値を反映
するソフト決定データを含んでいる請求項１８記載の装置。
【請求項２８】
　前記歪み装置（４１２）は前記ソフト決定データを歪ませ、それによって前記信頼値の
測定値を減少させる請求項２７記載の装置。
【請求項２９】
　前記信号は基地局によって送信され、ユーザ端末によって受信され、前記復調器（４０
１）、前記歪み装置（４１２）、前記信号品質評価装置（４１８）、前記パワーコマンド
決定装置（４２０）はユーザ端末のコンポーネントであり、基地局の送信パワーが制御さ
れる請求項１８記載の装置。
【請求項３０】
　前記信号はゲートウェイによって送信され、衛星を介してユーザ端末によって受信され
、前記復調器（４０１）、前記歪み装置（４１２）、前記信号品質評価装置（４１８）、
前記パワーコマンド決定装置（４２０）はユーザ端末のコンポーネントであり、ゲートウ
ェイの送信パワーが制御される請求項１８記載の装置。
【請求項３１】
　前記信号はユーザ端末によって送信され、基地局によって受信され、ユーザ端末の送信
パワーが制御される請求項１８記載の装置。
【請求項３２】
　前記信号はユーザ端末によって送信され、衛星を介してゲートウェイによって受信され
、前記復調器(４０１）、前記歪み装置（４１２）、前記信号品質評価装置（４１８）、
前記パワーコマンド決定装置（４２０）はゲートウェイのコンポーネントであり、ユーザ
端末の送信パワーが制御される請求項１８記載の装置。
【請求項３３】
　受信された信号を復調して復調された信号を生成する復調器（４０１）と、
　前記復調された信号を歪ませて歪まされた復調された信号を生成する歪み装置（４１２
）と、
　前記歪まされた復調された信号に基づいて信号品質測定値を決定する信号品質評価装置
（４１８）と、
　前記信号品質測定値に基づいて送信パワーの調節をリクエストするパワーコマンド発生
器（４２０）とを具備する、データブロックの再送信に依存せずにＦＥＲ（フレームエラ
ー率）を減少させることによって低いＦＥＲを有するデータを転送する、信号送信パワー
を制御する装置において、
前記信号品質測定値は信号品質に反比例する値を表し、前記パワーコマンド発生器（４２
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０）は、前記信号品質測定値をしきい値と比較し、前記信号品質測定値が前記しきい値を
超えた場合には送信パワーの減少をリクエストし、
前記装置はさらに、
　　前記復調された信号をデコードして決定データを生成するデコーダ（４１０）と、
　　前記歪まされた復調された信号をデコードして歪まされた決定データを生成するバー
チャルデコーダ（４１４）と、
　　前記歪まされた決定データに基づいて第２の信号品質測定値を決定するエラー検出器
（４１６）と、
　 前記第２の信号品質測定値に基づいて前記しきい値を調節する手段とを具備する、装
置。
【請求項３４】
　前記パワーコマンド発生器（４２０）は前記信号品質測定値が前記しきい値を超えてい
ない場合には送信パワーの増加をリクエストする請求項３３記載の装置。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は無線通信システム、特に無線通信システムのフレームエラー率（ＦＥＲ）を減少
させる方法および装置に関する。
【０００２】
【従来の技術】
（例えば１％よりも大きい）比較的貧弱なＦＥＲを有する無線リンクによってデータを転
送するとき、データサービスが要求している程度に低いＦＥＲを実現するためにデータを
再送信する多数の方法が存在する。例えば循環冗長符号チェック方式（ＣＲＣ）はデータ
のブロックの完全性をチェックするためにリンクの受信端部で実行されることができる。
ＣＲＣはデータ通信でそのデータが正確に受信されたことを設定するよく知られた方法で
ある。ＣＲＣ符号は送信装置で発生されデータブロックに添付される。受信端部は類似の
計算を行い、その結果を付加されたＣＲＣ符号と比較する。違いが存在するならば、受信
端部はデータブロックの再送信をリクエストする。
【０００３】
例えば自動再送信リクエスト（ＡＲＱ）のようなプロトコルの使用はデータブロックの再
送信に使用されることができる。ＡＲＱでは、送信装置はデータブロックに基づいてエラ
ー検出フィールド（例えばＣＲＣフィールド）を符号化する。受信端部がチェックフィー
ルドを再度計算し、これを受信されたものと比較する。これらが一致するとき、確認（Ａ
ＣＫ）が送信装置へ返送される。これらが一致しないならば、否定的確認（ＮＡＫ）が返
信され、送信装置はメッセージを再度送信する。
【０００４】
【発明が解決しようとする課題】
前述の方法は多数のタイプのデータの送信に対して満足できるものである。しかしながら
、低いＦＥＲを実現する方法はデータブロックの再送信により待ち時間を増加させる。こ
のような増加された待ち時間は、実時間デジタル化音声または他のタイプの待ち時間に敏
感なデータのようなあるタイプのデータを送信するときには許容されることができない。
特に、データブロックの再送信は遅延時間を生じ、その遅延時間は平均して高く、また多
数の待ち時間に敏感なシステムでは要求よりも大きな変化がある。
【０００５】
待ち時間を増加せずに低いＦＥＲを有するデータを転送する方法および装置が必要とされ
ている、換言すると、データブロックの再送信に依存せずにＦＥＲを減少する方法および
装置が必要とされている。
【０００６】
【課題を解決するための手段】
本発明は、信号送信パワーを制御するための方法および装置に関する。本発明の方法は、
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受信された信号を復調して復調された信号を発生し、復調された信号を歪ませて歪まされ
た復調された信号を発生するステップを含んでいる。復調された信号は例えば雑音を付加
することによって歪まされることができる。信号対雑音比のような信号品質の測定は、復
調された信号ではなく歪まされた復調された信号に基づいて決定される。送信パワーの調
節は歪まされた復調された信号の信号品質測定結果に基づいてリクエストされる。
【０００７】
本発明の１実施形態では、決定された信号品質測定値はしきい値と比較され、送信パワー
の調節は比較結果に基づいてリクエストされる。しきい値は信号が受信されるべき所望の
最小の信号品質レベルを表す。ＳＮＲのような幾つかの品質測定関数は信号品質に比例す
る値を有する。即ち、これらは品質の増加によって増加し、品質の低下で減少する。それ
故、これらの信号品質測定値がしきい値よりも下に落ちるならば、送信パワーの増加がリ
クエストされ、信号品質測定値がしきい値を超えるならば、送信パワーの減少がリクエス
トされる。他の関数はエラーイベントに基づいて、信号品質に反比例する値を有し、信号
品質の増加により値が減少し、反対ならば逆になる。この状態では、測定値がしきい値よ
りも下に落ちるならば、送信パワーの減少がリクエストされ、測定値がしきい値を超えた
ならば、送信パワーの増加がリクエストされる。
【０００８】
１実施形態では、本発明の方法はさらに復調された信号をデコードして決定データを発生
し、歪まされた復調された信号を復号して歪まされた決定データを発生するステップを含
んでいる。第２の信号品質測定値または“エラーイベント”の測定値は（決定データでは
なく）前記歪まされた決定データに基づいて決定される。送信パワーの増加または減少を
決定するために使用されるしきい値は第２の信号品質測定値に基づいて調節される。
【０００９】
信号が基地局により送信され、ユーザ端末により受信される１実施形態では、本発明のス
テップはユーザ端末により実行され、基地局の送信パワーが制御される。
信号が衛星を使用して、ゲートウェイにより送信されユーザ端末により受信される本発明
の別の実施形態では、本発明のステップはユーザ端末によって実行され、ゲートウェイの
送信パワーが制御される。
【００１０】
信号がユーザ端末により送信され、基地局により受信されるさらに別の実施形態では、ユ
ーザ端末の送信パワーが制御される。
信号が衛星を使用して、ユーザ端末により送信されゲートウェイにより受信される本発明
のさらに別の実施形態では、本発明のステップはゲートウェイにより実行され、ユーザ端
末の送信パワーが制御される。
【００１１】
【発明の実施の形態】
本発明の特徴、目的、利点は図面を伴った以下の詳細な説明からさらに明白になるであろ
う。同一の参照符号は全体を通じて同一または類似の素子を示している。
本発明の好ましい実施形態を以下詳細に説明する。特別なステップ、構造、アレンジメン
トを説明するが、これは例示の目的でのみ行われることを理解すべきである。当業者はそ
の他のステップ、構造、アレンジメントが本発明の技術的範囲を逸脱せずに使用されるこ
とができることを認識するであろう。
【００１２】
Ｉ．環境例
本発明を詳細に説明する前に、本発明が実施されることができる例示的な環境を説明する
ことが有効である。本発明は多数の無線通信システム、特に信号の送信に使用されるパワ
ー量を制御するのに望ましいシステムで実行されることができる。このような環境は衛星
、地上セルラ電話システムを含んでいるがそれらに限定されない。好ましい応用は移動体
またはポータブル電話サービス用の符号分割多元アクセス（ＣＤＭＡ）無線拡散スペクト
ル通信システムにある。
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【００１３】
本発明は特に低地球軌道衛星を使用する通信システムにおける使用に適している。しかし
ながら、当業者に明白なように、本発明の概念は他のタイプの衛星および地上通信システ
ムにも適用可能である。
【００１４】
典型的に衛星ベースの通信システムはゲートウェイと、ゲートウェイと１以上のユーザ端
末間で通信信号を中継するための１以上の衛星とを使用する。ゲートウェイは各ユーザ端
末から他のユーザ端末または公共電話交換網のような他の接続された通信システムのユー
ザへ通信リンクを与える。典型的な地上システムは信号の送信と、ユーザ端末からの信号
の受信に基地局を使用する。ユーザ端末は固定されているか、移動体電話のように可動で
ある。
【００１５】
幾つかの衛星および地上通信システムは、米国特許第4,901,307 号明細書（発明の名称“
Spread Spectrum Multiple Access Communication System Using Satellite or Terrestr
ial Repeaters ”、1990年２月13日）と、米国特許第5,691,974 号明細書（発明の名称“
Method and Apparatus for Using Full Spectrum Transmitted Power in a Spread Spect
rum Communication System for Tracking Individual Recipient Phase Time and Energy
”、1997年11月25日）に記載されているように、符号分割多元アクセス（ＣＤＭＡ）拡散
スペクトル信号を使用する。
【００１６】
典型的な拡散スペクトル通信システムでは、１以上の予め選択された疑似雑音（ＰＮ）コ
ードシーケンスは通信信号として送信するために搬送波信号を変調する前に、予め定めら
れたスペクトル帯域にわたり情報信号を変調または“拡散”するために使用される。ＰＮ
コード拡散、即ち技術でよく知られている拡散スペクトル送信方法はデータ信号よりも非
常に大きい帯域幅を有する信号を送信のために発生する。基地局またはゲートウェイ－ユ
ーザ通信リンクでは、ＰＮ拡散コードまたは２進シーケンスは異なる基地局またはゲート
ウェイまたは異なるビームにより送信される信号間と、マルチパス信号間の弁別に使用さ
れる。
【００１７】
典型的なＣＤＭＡ拡散スペクトルシステムでは、チャンネル化コードはセル内の異なるユ
ーザを目的地とする信号間、または順方向リンク（即ち基地局またはゲートウェイからユ
ーザ端末トランシーバへの信号路）上の衛星サブビーム内で送信されるユーザ信号間の弁
別に使用される。各ユーザトランシーバは特有の“チャンネル化”直交コードを使用する
ことによって順方向リンクに設けられるその固有の直交チャンネルを有する。これらのチ
ャンネルで転送される信号は通常“トラフィック信号”と呼ばれる。付加的なチャンネル
は“ページング”、“同期”およびシステムユーザへ送信されるその他の信号のために設
けられている。ウォルシュ関数はウォルシュコードとしても知られているチャンネルかコ
ードを構成するために通常使用される。
【００１８】
前述の特許明細書に開示されているようなＣＤＭＡ拡散スペクトル通信システムは順方向
リンクユーザ端末通信用のコヒーレントな変調および復調の使用を考慮している。この方
法を使用する通信システムでは、“パイロット信号”とも呼ばれている“パイロット”搬
送波信号は順方向リンク信号用のコヒーレントな位相基準として使用される。即ち、デー
タ変調を含まない信号はゲートウェイまたは基地局により基準としてカバー区域を通じて
送信される。
【００１９】
パイロット信号は初期システム同期を獲得し、ゲートウェイまたは基地局により送信され
る他の信号の時間、周波数、位相追跡を行うためにユーザ端末により使用される。パイロ
ット信号搬送波の追跡から得られる位相情報は他のシステム信号またはトラフィック（デ
ータ）信号のコヒーレントな復調の搬送波位相基準として使用される。この技術は多数の
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トラフィック信号が位相基準として共通のパイロット信号を共有することを可能にし、廉
価でさらに効率的な追跡機構を与える。１つのパイロット信号は典型的にＣＤＭＡチャン
ネルまたはサブビームと呼ばれる使用される各周波数の各ゲートウェイまたは基地局によ
り送信され、その周波数においてそのゲートウェイまたは基地局から信号を受信する全て
のユーザ端末により共有される。
【００２０】
ゲートウェイおよび基地局はページングチャンネルで送信されるページング信号として知
られている１以上の信号を使用して情報をユーザ端末へ送信できる。例えば、呼が特定の
移動体電話へ発信されるとき、ゲートウェイはページング信号手段によって移動体電話に
警告する。ページング信号は呼の存在、使用されるトラフィックチャンネルを示し、また
ユーザ端末特定メッセージと共にシステムのオーバーヘッド情報を分配するために使用さ
れる。通信システムは幾つかのページングチャンネルを有してもよい。同期信号はまた時
間同期を容易にするために有効なシステム情報の転送にも使用されることができる。これ
らの全ての信号はパイロット信号と類似の方法で共有されたリソースとして作用する。
【００２１】
ユーザ端末は逆方向リンク（即ちユーザ端末から基地局またはゲートウェイトランシーバ
への信号路）によってアクセス信号を送信することによってページング信号メッセージに
応答することができる。アクセス信号はまたユーザ端末が呼を発信したとき使用されるこ
ともできる。
【００２２】
任意の通信システムのように、通信信号はユーザ端末により受信され、さらに処理するた
めにベースバンド周波数に下方変換される。一度下方変換されると、信号は特定のパイロ
ット信号または受信された信号を検出し、関連するページング、同期およびトラフィック
信号を検出するためにデジタル的に処理される。復調中、ＰＮ拡散コードは信号と、デー
タを与えるために信号と相関されるチャンネル化コードとをデスプレッドするために与え
られる。
【００２３】
本発明が有効である例示的な無線通信システムは図１で示されている。この通信システム
はＣＤＭＡタイプの通信信号を使用するが、これは本発明により必要とされない。図１で
示されている通信システム100 の一部分では、１つの基地局112 、２つの衛星116 と118 
、２つの関連するゲートウェイまたはハブ120 と122 は２つの遠隔ユーザ端末124 と126 
との通信を行うために示されている。典型的に基地局と衛星／ゲートウェイは地上または
衛星ベースとして呼ばれている別々の通信システムのコンポーネントであるが、これは必
要なことではない。このようなシステムの基地局、ゲートウェイ、衛星の総数は所望のシ
ステム容量および技術でよく理解されているその他の要因に依存している。
【００２４】
ユーザ端末124 と126 はそれぞれセルラ電話、データトランシーバ、ページングまたは位
置決定受信機のような無線通信装置を具備しているがそれらに限定されず、所望によって
手持ち式またはビークルに取付けられることができる。図１では、ユーザ端末124 はビー
クルに取付けられた装置として示され、ユーザ端末126 は手持ち式移動体電話として示さ
れている。しかしながら、本発明の考察は遠隔無線サービスが所望される固定した装置に
適用可能であることも理解されるであろう。ユーザ端末は時には、嗜好に基づいて、加入
者装置、移動局、移動体装置、または幾つかの通信システムでは単に“ユーザ”または“
加入者”とも呼ばれる。
【００２５】
通常、衛星116 と118 からのビームは予め規定されたパターンで異なる地理区域をカバー
する。異なる周波数のビームはＣＤＭＡチャンネルまたは“サブビーム”とも呼ばれ、同
一区域をオーバーラップするように導かれることができる。多数の衛星のビームカバー区
域またはサービス区域、あるいは多数の基地局のアンテナパターンは通信システムの設計
と、提供されるサービスのタイプと、空間ダイバーシティが実現されるか否かに基づいて
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、所定区域で完全にまたは部分的にオーバーラップするように設計されることが当業者に
より容易に理解されるであろう。
【００２６】
種々のマルチ衛星通信システムは多数のユーザ端末にサービスするために低地球軌道（Ｌ
ＥＯ）で８つの異なる軌道面を移動する４８以上程度の衛星を使用する例示的なシステム
で提案されている。しかしながら、当業者は本発明の考察が種々の衛星システムと、他の
軌道距離およびコンステレーションを含むゲートウェイ構造にどのように適用可能である
かを容易に理解するであろう。同時に、本発明は種々の基地局構造の地上ベースのシステ
ムにも同様に応用可能である。
【００２７】
図１では、ユーザ端末124 および126 と基地局112 、または衛星116 および118 を通じて
ゲートウェイ120 と122 との間で行われる通信のための幾つかの可能な信号路が示されて
いる。基地局とユーザ端末の通信リンクはライン130 と132 により示されている。衛星11
6 および118 とユーザ端末124 および126 との間の衛星とユーザ端末の通信リンクはライ
ン140 、142 、144 により示されている。ゲートウェイ120 および122 と衛星116 と118 
の間のゲートウェイと衛星の通信リンクはライン146 、148 、150 、152 により図示され
ている。これらの通信リンクはまた通信チャンネルとも呼ばれる。ゲートウェイ120 およ
び122 と、基地局112 は１方向または２方向通信システムの一部分として、または単にメ
ッセージまたはデータをユーザ端末124 と126 へ転送するために使用される。好ましい実
施形態では、ゲートウェイ120 および122 と、基地局112 は２方向通信システムの一部分
として使用される。
【００２８】
ユーザ端末124 と126 で使用するための例示的なトランシーバ200 は図２で示されている
。トランシーバ200 はアナログ受信機214 に転送される通信信号を受信するため少なくと
も１つのアンテナ210 を使用し、アナログ受信機214 においてこれらの信号は下方変換さ
れ、増幅され、デジタル化される。デュプレクサ素子212 は同じアンテナが送信と受信の
両機能を行うことを可能にするために使用されることができる。しかしながら幾つかのシ
ステムは異なる送信および受信周波数で動作するため別々のアンテナを使用する。
【００２９】
アナログ受信機214 により出力されるデジタル通信信号は少なくとも１つのデジタルデー
タ受信機216Aと少なくとも１つのサーチャ受信機218 へ転送される。付加的なデジタルデ
ータ受信機216B－216Nは当業者に明白であるように、ユーザ端末の複雑度の許容可能なレ
ベルに基づいて所望レベルの信号ダイバーシティを得るために使用されることができる。
デジタルデータ受信機216A－216Nはユーザ端末へアドレスされる受信された信号をデスプ
レッドし相関するために使用される。
【００３０】
少なくとも１つのユーザ端末制御プロセッサ220 はデジタルデータ受信機216A－216Nとサ
ーチャ受信機218 へ結合される。制御プロセッサ220 は他の機能の中で、基本的な信号の
処理、タイミング、パワーおよびハンドオフ制御または、調節、信号搬送波に使用される
周波数の選択を行う。しばしば制御プロセッサ220 により実行される別の基本的な制御機
能は通信信号波形の処理に使用されるＰＮコードシーケンスまたは直交機能の選択および
操作である。制御プロセッサ220 による信号処理は相対的な信号強度の決定と、種々の関
連する信号パラメータの計算を含むことができる。タイミングおよび周波数のような信号
パラメータの計算は、測定における効率または速度の増加、または制御処理リソースの改
良された割当を与えるために付加的または別々の専用回路の使用を含んでもよい。
【００３１】
デジタルデータ受信機216A－216Nの出力はユーザ端末内のダイバーシティ結合装置および
デコーダ回路222 に結合されている。デジタルデータ受信機216A－216Nはデジタル化され
符号化されたスピーチのような復調されたユーザデータをダイバーシティ結合装置および
デコーダ回路222 へ与える。ダイバーシティ結合装置およびデコーダ回路222 はデジタル
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データ受信機216A－216Nからの異なる信号を結合し、それによって単一のユーザデータ信
号を与える。ユーザデジタルベースバンド回路122 はまたユーザデータで復号およびエラ
ー補正を実行する。
【００３２】
ダイバーシティ結合装置およびデコーダ回路222 からの信号出力は、ユーザとインターフ
ェースするためにデジタルベースバンド回路224 に提供される。ユーザデジタルベースバ
ンド回路224 はユーザ端末との間の情報の転送に使用される処理および提供素子を具備し
ている。即ち一時的または長期のデジタルメモリのような信号またはデータ記憶素子と、
ディスプレイスクリーン、スピーカ、キーパッド端末、ハンドセットのような入力および
出力装置と、Ａ／Ｄ素子と、ボコーダと、他の音声およびアナログ信号処理素子等は、全
て技術でよく知られた素子を使用してユーザ端末ベースバンド回路224 の部分を形成して
いる。これらの幾つかの素子は制御プロセッサ220 の制御下で、またはそれと通信して動
作することができる。
【００３３】
音声またはその他のデータがユーザ端末で開始する出力メッセージまたは通信信号として
準備されるとき、ユーザデジタルベースバンド回路224 は送信のための所望のデータの受
信、記憶、処理およびその他の処理に使用される。ユーザデジタルベースバンド回路224 
はこのデータを制御プロセッサ220 の制御下で動作している送信変調器226 へ提供する。
送信変調器226 の出力はパワー制御装置228 へ転送され、このパワー制御装置228 は出力
パワー制御信号を送信パワー増幅器230 へ与え、出力信号をアンテナ210 からゲートウェ
イ120 、122 または基地局112 へ最終的に送信する。
【００３４】
受信された通信信号の１以上の測定された信号パラメータまたは１以上の共有されたリソ
ース信号に対応する情報またはデータは、技術で知られている種々の技術を使用してゲー
トウェイへ送信されることができる。例えば、情報は別々の情報信号として転送されるか
、またはユーザデジタルベースバンド回路224 により処理されて他のメッセージへ添付さ
れることができる。その代わりに情報は制御プロセッサ220 の制御下で送信変調器226 ま
たは送信パワー制御装置228 により予め定められた制御ビットとして挿入されることがで
きる。
【００３５】
デジタル受信機216A－216Nとサーチャ受信機218 は特別な信号の復調と追跡をするために
信号相関素子で構成される。サーチャ受信機218 はパイロット信号または他の比較的固定
したパターンの強力な信号のサーチに使用され、デジタル受信機216A－216Nは検出された
パイロット信号に関連する他の信号の復調に使用される。それ故、これらの装置の出力は
パイロット信号または他の信号のエネルギまたは周波数を決定するために監視されること
ができる。これらの受信機はまた復調される信号の現在の周波数とタイミング情報を制御
プロセッサ220 へ与えるために監視されることができる周波数追跡素子を使用する。
【００３６】
デジタルデータ受信機216A－216N、ダイバーシティ結合装置およびデコーダ回路222 、デ
ジタルベースバンド回路224 の付加的な詳細は本発明の実施形態にしたがって、図４およ
び５の説明において後述する。
【００３７】
ゲートウェイ120 と122 で使用する例示的な送信および受信装置300 は図３で示されてい
る。図３に示されているゲートウェイ120 と122 の部分は技術でよく知られている種々の
方式を使用して下方変換、増幅、デジタル化される通信信号を受信するためにアンテナ31
0 へ接続されている１以上のアナログ受信機314 を有している。多数のアンテナ310 は幾
つかの通信システムで使用される。アナログ受信機314 により出力されるデジタル化され
た信号は324 の破線により示されているような、少なくとも１つのデジタル受信機モジュ
ールへ入力として与えられる。
【００３８】
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ある変形が技術で知られているが、各デジタル受信機モジュール324 はゲートウェイ120 
および122 と１つのユーザ端末124 および126 との間の通信を管理するために使用される
信号処理素子に対応する。１つのアナログ受信機314 は多数のデジタル受信機モジュール
324 の入力を与えることができ、このようなモジュールの数は全ての衛星ビームに適合す
るためにゲートウェイ120 と122 で使用され、可能なダイバーシティモード信号は任意の
所定の時間に処理される。各デジタル受信機モジュール324 は１以上のデジタルデータ受
信機316 とサーチャ受信機318 を有する。サーチャ受信機318 は通常パイロット信号以外
の信号の適切なダイバーシティモードをサーチする。通信システムで実行する場合、多数
のデジタルデータ受信機316A－316Nはダイバーシティ信号受信のために使用される。
【００３９】
デジタルデータ受信機316 の出力はその後のベースバンド処理素子322 に与えられ、この
ベースバンド処理素子322 は技術でよく知られここでさらに詳細に説明されていない装置
を具備している。例示的なベースバンド装置はマルチパス信号を各ユーザに対する１つの
出力へ結合するためにダイバーシティ結合装置およびデコーダを含んでいる。例示的なベ
ースバンド装置は出力データを典型的にデジタルスイッチまたはネットワークへ与えるた
めのインターフェース回路も含んでいる。ボコーダ、データモデム、デジタルデータスイ
ッチング素子および記憶素子等の、しかしそれらに限定されない種々の他の既知の素子は
ベースバンド処理素子322 の一部を形成してもよい。これらの素子はデータ信号の１以上
の送信モジュール334 への転送を制御または誘導するように動作する。
【００４０】
ユーザ端末124 、126 へ送信される信号は１以上の適切な送信モジュール334 へそれぞれ
結合される。典型的なゲートウェイ120 と122 は、一度に多数のユーザ端末124 と126 へ
サービスを提供し、一度に幾つかの衛星およびビームを与えるために複数のこのような送
信モジュール334 を使用する。基地局112 はモデム構造で共にさらに緊密に送信および受
信機能をグループ化する傾向があるが、基地局112 もまた複数のこのようなモジュールを
使用してもよい。ゲートウェイ120 、122 により使用される送信モジュール334 数は、シ
ステムの複雑度、視野にある衛星数、システムユーザ容量、選択されるダイバーシティ度
等を含む技術でよく知られた要因により決定される。
【００４１】
各送信モジュール334 は送信用のデータを拡散スペクトル変調する送信変調器326 を含ん
でいる。送信変調器326 はデジタル送信パワー制御装置328 へ結合される出力を有し、デ
ジタル送信パワー制御装置328 は出力されるデジタル信号で使用される送信パワーを制御
する。デジタル送信パワー制御装置328 は干渉の減少とリソース割当の目的で最小レベル
のパワーを供給するが、送信路および他の通路転送特性における減衰の補償が必要とされ
るとき適切なレベルのパワーを提供する。少なくとも１つのＰＮ発生器332 は信号の拡散
において送信変調器326 により使用される。このコード発生はまたゲートウェイ122 と12
4 で使用される１以上の制御プロセッサまたは記憶素子の機能部分を形成することができ
る。
【００４２】
送信パワー制御装置328 の出力は合計装置336 に転送され、合計装置336 は他の送信パワ
ー制御回路からの出力と合計される。これらの出力は、送信パワー制御装置328 の出力と
同一周波数で、同一のビーム内でユーザ端末124 、126 へ送信するための信号である。合
計装置336 の出力はデジタルアナログ変換のアナログ送信機338 へ与えられ、適切なＲＦ
搬送波周波数へ変換され、さらに１以上のアンテナ340 へ増幅および出力され、ユーザ端
末124 、126 へ放射される。アンテナ310 と340 はシステムの複雑度と構造に応じて同一
のアンテナでもよい。
【００４３】
少なくとも１つのゲートウェイ制御プロセッサ320 は受信機モジュール324 、送信モジュ
ール334 、ベースバンド回路322 へ結合され、これらの装置は相互に物理的に分離されて
もよい。制御プロセッサ320 は、信号処理、タイミング信号発生、パワー制御、ハンドオ
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フ制御、ダイバーシティ結合、システムインターフェース等の機能、しかしそれらだけに
限定されない機能を行うためにコマンドおよび制御信号を与える。さらに、制御プロセッ
サ320 はＰＮ拡散コード、直交コードシーケンス、ユーザ通信で使用するための特別な送
信機および受信機を割当てる。
【００４４】
制御プロセッサ320 はまたパイロット、同期、ページングチャンネル信号の発生およびパ
ワーの制御と、パワー制御装置328 へのそれらの結合を制御する。パイロットチャンネル
は単にデータにより変調されない信号であり、反復的な変化のないパターンまたは変化し
ないフレーム構造タイプ（パターン）または送信変調器326 へのトーンタイプ入力を使用
することができる。即ちパイロット信号のチャンネルの形成に使用される直交関数、ウォ
ルシュコードは全て１または０のような定数値を有し、または１および０の散在した構造
パターンのようなよく知られた反復パターンを有する。通常の場合のように、使用される
ウォルシュコードが全て０のコードならば、これはＰＮ発生器332 から与えられたＰＮ拡
散コードだけを実効的に送信する。
【００４５】
制御プロセッサ320 は送信モジュール324 または受信モジュール334 のようなモジュール
素子に直接結合されることができ、各モジュールは通常、そのモジュールの素子を制御す
る送信プロセッサ330 または受信プロセッサ321 等のモジュール特定プロセッサを具備し
ている。したがって、好ましい実施形態では、制御プロセッサ320 は図３で示されている
ように送信プロセッサ330 と受信プロセッサ321 に結合されている。この方法で、１つの
制御プロセッサ320 は多数のモジュールとリソースの動作をさらに効率的に制御できる。
送信プロセッサ330 はパイロット、同期、ページングチャンネル信号の発生および信号パ
ワーと、パワー制御装置328 へのそれらのそれぞれの結合を制御する。受信プロセッサ32
1 は検索、ＰＮ拡散コード、復調および受信パワーを監視するためのタイミングを制御す
る。
【００４６】
II．送信パワー制御
図４はユーザ端末トランシーバ200 の可能なパワー制御方式の詳細を示している。受信さ
れた信号は復調器401 へ入力される。１実施形態では、復調器401 はＡ／Ｄ変換器402 、
疑似ランダム雑音（ＰＮ）相関器404 、ＰＮ発生器406 を含んでいる。受信された信号は
Ａ／Ｄ変換器402 によりアナログからデジタル形態へ変換される。Ａ／Ｄ変換器402 から
のデジタル信号出力は相関器404 へ与えられ、相関器404 では信号は相関処理を受け、こ
れは同意のために信号を局部基準に比較する。図示されている実施形態では、相関器404 
はＰＮ相関器である。したがって、信号はＰＮ発生器406 により与えられるＰＮ信号との
相関処理を受ける。変調器401 の出力407 は好ましくは量子化装置408 へ与えられる。量
子化装置408 の出力409 （または量子化装置408 が使用されていないならば出力407 ）は
、特定のグループのサンプルされた信号がウォルシュコードを使用して通常構成される１
組の直交コード内からの特定の直交コードに対応する信頼性の尺度に対応しているソフト
決定データを含むことができる。この量子化装置408 の出力409 （または直接的に出力40
7 ）は前述したユーザデジタルベースバンド回路224 へユーザデータを提供するためユー
ザデータデコーダ410 へ与えられる。デコーダ410 は評価されたトラフィックチャンネル
データビット411 （ユーザデータとも呼ばれる）を発生するための最大の確率デコード技
術を使用する。最大の確率デコード技術は関連技術でよく知られているビタビ復号アルゴ
リズムに実質上類似のアルゴリズムを使用することによって強化されてもよい。
【００４７】
復調器401 と量子化装置408 のコンポーネントは前述のデジタルデータ受信機216 のコン
ポーネントであることが予期される。さらに、デコーダ410 のコンポーネントは前述した
ように、ダイバーシティ結合装置およびデコーダ回路222 のコンポーネントであることが
予測される。
【００４８】
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ユーザ端末126 のようなユーザ端末で受信した信号品質はユーザ端末により測定される。
この測定から、信号パワーの適切レベルが決定され、ここでは不適切な貧弱な信号品質は
不十分な信号パワーの指示である。例えば、信号対雑音比（ＳＮＲ）評価装置418 は量子
化装置408 の出力409 （または直接的に出力407 ）に基づいて受信された信号のＳＮＲを
評価できる。その代わりに、または付加的に信号品質はフレームエラーのようなエラーに
基づいて測定されることができる。例えばエラー検出器416 はエラーが発生しているか否
かをフレーム毎を基礎として決定することができる。エラー検出器416 はＣＲＣビットま
たは情報のような、しかしそれに限定せずによく知られた技術を使用してフレームエラー
を検出することができる。
【００４９】
ＳＮＲ評価装置418 および／またはエラー検出器416 の出力はパワーコマンド決定装置42
0 へ与えられる。パワーコマンド決定装置420 は（受信された信号の送信に使用される）
送信機パワーが受信された信号の品質に基づいて調節されるべきであるか否かを決定する
。特に、パワーコマンド決定装置420 はパワーアップまたはパワーダウンコマンドを発生
でき、これはユーザ端末126 から例えばゲートウェイ122 へ送信されるパワーアップまた
はパワーダウンリクエストメッセージを発生するために使用される。一度、ゲートウェイ
122 で受信されると、これらのパワー調節メッセージは送信プロセッサ330 へ与えられ、
これは送信パワー制御装置328 にユーザ端末126 へ送信される信号のパワーを増加または
減少させる。
【００５０】
パワーコマンド決定装置420 はＳＮＲおよび／またはフレームエラーのような信号品質の
尺度に基づいて送信された信号パワーのこのような調節をリクエストできる。高レベルで
は、パワー制御決定装置420 は信号品質測定結果を信号品質しきい値と比較する。測定さ
れた信号品質が対応するしきい値を超えるならば、パワーコマンド決定装置420 はゲート
ウェイ122 が特定の量だけ、所望のように増加または減少するようにその送信された信号
パワーを変更する。付加的に、測定された信号品質がしきい値を超えないならば、パワー
コマンド決定装置420 はゲートウェイ122 がその送信された信号パワーを特定の量だけ変
更でき、それによってパワーを節約し、可能な信号干渉を減少し、ここでは所望のように
減少または増加する。
【００５１】
特に、パワーコマンド決定装置420 はＳＮＲ評価装置418 からの出力419 を使用して受信
された信号の測定されたＳＮＲに基づいてゲートウェイ122 の送信機のパワーの調節を決
定できる。したがってパワーコマンド決定装置420 はＳＮＲが予め限定されたしきい値よ
りも下に落ちるならばゲートウェイ122 の送信パワーが予め定められた量だけ増加される
べきであることを決定し、ＳＮＲが予め限定されたしきい値を超えるならば予め定められ
た量だけ減少されるべきであることを決定する。
【００５２】
代わりにおよび／付加的に、パワーコマンド決定装置420 はエラー検出器416 からの出力
を使用して受信された信号のＦＥＲを決定することができる。したがって、パワーコマン
ド決定装置420 はＦＥＲが予め定められたしきい値を超える（例えば１％）ならばゲート
ウェイ122 の送信機パワーが予め定められた量だけ増加されるべきであることを決定でき
、またはＦＥＲが予め限定されたしきい値よりも低いならば予め定められた量だけ減少さ
れるべきであることを決定する。
【００５３】
代わりに、以下詳細に説明されるように、パワーコマンド決定装置420 は測定された／評
価されたＳＮＲとＳＮＲしきい値との比較に基づいて送信パワーの調節を決定でき、ＦＥ
Ｒが予め定められたＦＥＲしきい値よりも下に落ちているかそれを超過しているかに基づ
いてＳＮＲしきい値を調節することができる。
【００５４】
ＦＥＲはエラーのない受信されたフレームに比較されるエラーを有して受信されたフレー
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ム数に基づいた計算である。ＳＮＲは送信される使用可能な信号と雑音または不所望な信
号の比率である。ビットエラー率（ＢＥＲ）等の信号品質の代わりの尺度の使用も本発明
の技術的範囲内である。
【００５５】
説明する例示的な実施形態では、“送信機パワー”または“送信パワー”の調節（増加ま
たは減少）に対する用語は、ゲートウェイ122 がユーザ端末126 のような特定のユーザ端
末へ信号を送信するために使用されるパワー量を調節することを意味している。パワーコ
マンド決定装置420 の付加的な詳細について以下説明する。
【００５６】
III ．好ましい実施形態
図５は本発明の好ましい実施形態による別のパワー制御方式を示している。図５で示され
ているパワー制御方式は、復調器401 、（好ましいが必ずしも必要ではない）量子化装置
408 、ユーザデータデコーダ410 、エラー検出器416 および／またはＳＮＲ評価装置418 
、パワーコマンド決定装置420 を含んでいる点で、図４のパワー制御方式と類似している
。しかしながら、図５の実施形態は幾つかの顕著な方法で異なる。第１に、図５のパワー
制御方式はまた歪み装置412 およびバーチャルデコーダ414 も含んでいる。付加的に、こ
の実施形態では、ＳＮＲ評価装置への入力は量子化装置408 の出力（または直接的に出力
407 ）ではなく、歪み装置412 の出力413 である。さらに、エラー検出器416 への入力は
ユーザデータデコーダ410 の出力411 （ユーザデータ）ではなく、バーチャルデコーダ41
4 の出力415 である。
【００５７】
ユーザデータデコーダ410 とバーチャルデコーダ414 は物理的に異なるコンポーネントで
あることに留意する。代わりに、データデコーダ410 とバーチャルデコーダ414 は２つの
デコーダとして機能するように時間多重化される１つのデコーダであってもよい。
【００５８】
歪み装置412 は例えば疑似雑音を出力409 へ付加することによって量子化装置408 の出力
409 （または直接的に出力407 ）を歪ませる。歪み装置412 の効果は量子化装置408 の出
力409 （または出力407 ）を悪化させることである。例えば量子化装置408 の出力409 が
ソフト決定データである実施形態では、歪み装置412 の出力413 はサンプルされた信号の
特定のグループが特定の直交コードに対応する信頼性のレベルに対応してソフト決定デー
タを歪ませる。歪み装置412 により、出力412 に対応する信頼性のレベルは出力409 と比
較して少なく／減少される。
【００５９】
バーチャルデコーダ414 を参照すると、バーチャルデコーダ414 の出力はデジタルベース
バンド回路224 に与えられるユーザデータではないので、用語“バーチャル”が使用され
る。ユーザデータデコーダ410 からの出力411 は、図４の説明で前述した方法と類似の方
法でデジタルベースバンド回路224 へ与えられる。しかしながら、（図４のように）ユー
ザデータデコーダ410 の出力411 ではなくバーチャルデコーダ414 の歪ませられた出力41
5 はパワー制御に使用される。即ち、エラー検出器416 は出力411 ではなくバーチャルデ
コーダの出力415 に基づいてエラーを決定する。これによってエラー検出器416 が（図４
で示されているように）実際のユーザデータ411 に基づいてエラーを決定する場合よりも
検出されるエラー量は高くなる。
【００６０】
付加的に、歪まされた出力413 はＳＮＲ評価装置418 へ与えられる。ＳＮＲ評価装置418 
は歪まされたデータ413 のＳＮＲを測定／評価しているので、パワーコマンド決定装置42
0 へ与えられる評価されたＳＮＲ419 は量子化装置408 の出力（即ち409 ）の実際のＳＮ
Ｒよりも低い／悪い。
【００６１】
図５の実施形態では、パワーコマンド決定装置420 は“誤”信号品質測定値に基づいて送
信パワーの調節をリクエストするかどうかを決定する。即ち、パワーコマンド決定装置42
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0 は信号品質が実際よりも悪いことを示す入力に基づいて決定を行う。例えば、ＳＮＲ評
価装置418 は図４のパワー制御方式を使用するときと比較して図５のパワー制御方式を使
用するときにＳＮＲが低いことを評価している。さらに、歪まされたデータ413 がバーチ
ャルデコーダ414 へ与えられるので、バーチャルデコーダ414 はユーザデータデコーダ41
0 よりも多くのフレームエラーを生成する。したがってエラー検出器416 は図４の方式で
使用するときと比較して図５のパワー制御方式で使用するとき増加した量のエラーを検出
する。それ故、図５のパワー制御方式で使用するときのパワーコマンド決定装置420 は、
図４のパワー制御方式で使用される場合よりも早期にしきい値が超過されることを決定す
る（同一のしきい値が両方式で使用されることを想定している）。これは信号品質しきい
値が実際に歪みのない復調された信号409 （または407 ）および／またはユーザデータ41
1 に到達される前に、パワーアップまたはダウンコマンドをパワー制御決定装置420 に発
生させる。
【００６２】
IV．パワー制御決定装置の動作
パワーコマンド決定装置420 は米国特許出願第09/164,384号明細書（発明の名称“System
 and Method for Optimized Power Control ”、1998年９月30日）と米国特許出願第09/1
83,388号明細書（発明の名称“Variable Loop Gain in Double Loop Power Control Syst
ems ”、1998年10月29日）に開示されているパワー制御特徴を実行できる。完全性の目的
で、本発明が先に参照した特許明細書の特徴と組合わせて使用されることができる態様の
説明は図６および７の説明で行われる。
【００６３】
図６および７は本発明の好ましい実施形態にしたがって、パワーコマンド決定装置420 、
ＳＮＲ評価装置418 、エラー検出器416 の動作を示したフローチャートである。図６は内
部パワー制御ループの動作を示している。図６のステップはＳＮＲ評価装置418 とパワー
コマンド決定装置420 により実行される。内部パワー制御ループの機能はゲートウェイ12
2 により送信される信号パワーを調節することである。
【００６４】
前述の例示的な実施形態では、送信された信号パワーはトランシーバ200 で受信された信
号パワーのレベルにしたがって調節される。特に、これらの例示的な実施形態では、ゲー
トウェイ122 は信号をユーザ端末126 へ送信する。信号は復調器401 により復調され、（
好ましくは）量子化装置408 により量子化される。信号の量子化された表示（即ち出力40
9 ）は前述したように、信号の歪まされた量子化された表示を出力する歪み装置412 へ与
えられる。歪み装置412 の出力413 は歪まされた復調された信号413 と呼ばれる。
【００６５】
ステップ502 で示されているように、プロセスは歪まされた信号413 のパワーのＳＮＲ評
価装置による測定で開始する。好ましい実施形態では、ＳＮＲ評価装置418 は歪まされた
信号413 の信号対雑音比（ＳＮＲ）を測定する。特に、ＳＮＲ評価装置は量Ｅb ／Ｎ0 を
測定し、ここで、Ｅb はビット当りのエネルギであり、Ｎ0 はパワー／サイクルの単位の
雑音密度である。勿論、信号パワーの他の測定は本発明の技術的範囲を逸脱することなく
使用されることができる。好ましい実施形態では、ＳＮＲは受信されるデータのフレーム
毎に測定される。
【００６６】
通信システム100 では、“ＳＮＲしきい値”と呼ばれる予め定められたＳＮＲレベルはト
ランシーバ200 と関連される。ＳＮＲしきい値は信号がデータ品質を確実にするためにト
ランシーバ200 により受信されるべき最小のＳＮＲを表している。ＳＮＲしきい値は関連
技術でよく知られている方法にしたがって選択されることができる。１つのこのような方
法は１パーセントのようなあるパーセントより下にデータエラーを維持するＳＮＲを選択
することである。ステップ504 では、パワーコマンド決定装置420 はステップ502 で測定
されたＳＮＲをＳＮＲしきい値と比較する。
【００６７】
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測定されたＳＮＲがＳＮＲしきい値よりも低いならば、パワーコマンド決定装置420 はス
テップ506 で示されているように、パワーアップメッセージをゲートウェイ122 へ送信さ
せる“増加パワー”コマンドを発生する。それに応答して、ゲートウェイ122 は内部ルー
プの“利得”または“内部ループ利得”と呼ばれる予め定められた量（例えば０．５ｄＢ
）だけ送信された信号パワーを増加する。
【００６８】
測定されたＳＮＲがＳＮＲしきい値を超えているならば、トランシーバ200 のパワー制御
決定装置420 はステップ508 で示されているように、パワーダウンコマンドをゲートウェ
イ122 へ送信させる“減少パワー”コマンドを発生する。それに応答して、ゲートウェイ
122 は特定量（例えば０．００４ｄＢ）だけ信号パワーを減少する。
【００６９】
前述したように、“エラーイベント”またはエラー率の存在を測定またはそれに依存する
技術のようなパワーレベルに反比例して変化するＳＮＲ以外の品質尺度機能が使用される
場合、信号パワーは測定値がしきい値から変化する程度まで反比例関係で調節される。即
ち、測定された値がしきい値を超えたとき、信号パワーは増加され、しきい値よりも小さ
いとき、信号パワーは減少される。
【００７０】
図７は本発明の実施形態で使用される外部パワー制御ループ（“外部ループとも呼ばれる
”）の動作を示している。図７のステップは同様にエラー検出器416 およびパワーコマン
ド決定装置420 により実行される。外部パワー制御ループの機能はトランシーバ200 のＳ
ＮＲしきい値を調節することである。好ましい実施形態ではＳＮＲしきい値は受信された
信号の品質にしたがって調節される。好ましい実施形態では、信号の品質は現在のフレー
ムだけでなくある数の先のフレームに対しても考慮される。また、好ましい実施形態では
、使用される信号品質尺度は測定されたＦＥＲである。しかしながら、パリティチェック
等の信号品質の他の尺度が本発明の技術的範囲を逸脱せずに使用されることができる。
【００７１】
図７を参照すると、ステップ602 で示されているように、プロセスは歪まされたデータ41
5 （歪ませられた決定データとも呼ばれる）の現在のフレームがエラーであるか否かを決
定することから開始する。その後、ステップ604 で示されているようにプロセスはエラー
が現在のフレームに存在するか否かを決定する。ステップ604 から“ノー”分岐路で示さ
れているように、エラーが現在のフレームに存在しないならば、ステップ606 で示されて
いるように、パワーコマンド決定装置420 は予め定められた量だけＳＮＲしきい値を減少
させる。しかしながら、ステップ604 から“イエス”分岐路で示されているように、エラ
ーが現在のフレームに存在するならば、ステップ608 で示されているように、プロセスは
受信された信号の品質経歴を吟味する。好ましい実施形態では、エラー経歴は予め定めら
れた数の先のフレームを含んでいる。勿論、エラー経歴は本発明の技術的範囲を逸脱せず
に他の方法で選択されることができる。エラー経歴はメモリ（図示せず）に保存されてい
る。任意の先のＮ個のフレームがエラーを含んでいるならば、パワーコマンド決定装置42
0 はステップ606 で示されているように、外部ループ利得によりＳＮＲしきい値を減少す
る。
【００７２】
しかしながら、先のＮ個のフレームがエラーを含んでいないならば、パワーコマンド決定
装置420 はステップ610 で示されているように、ＳＮＲしきい値を増加する。好ましい実
施形態では、２つの変化値が使用され、一方はＳＮＲしきい値を減少させる値であり、他
方はＳＮＲしきい値を増加させる値である。ＳＮＲしきい値を減少する変化値は比較的小
さく、それによってＳＮＲしきい値と内部ループの動作を通じて、送信された信号パワー
は漸進的にエラーのない環境で減少される。反対に、ＳＮＲしきい値を増加する変化値は
比較的大きく、それによってＳＮＲしきい値と内部ループの動作を通じて、送信された信
号パワーは迅速にエラーのありがちな環境で増加される。
【００７３】
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図６および７の説明で示されているパワーコマンド決定装置420 の動作は、図４と５のパ
ワー制御方式において使用されることができる。しかしながら、図５の方式を使用する利
点は、図５のパワー制御方式を使用するときに検出されるフレームエラーに応答したＳＮ
Ｒしきい値の必要な量の増加（即ち外部ループ利得）が図４の方式を使用するときよりも
小さいことである。さらに、図５のパワー制御方式を使用するときのＳＮＲしきい値の減
少（ステップダウン）量は図４のパワー制御方式で使用するときよりも大きい。全送信パ
ワーがＳＮＲしきい値の増加および減少をおおまかに生じるので、全送信パワーは図５の
パワー制御方式を使用するときに減少される。
【００７４】
図４および５のパワー制御方式は信号が衛星116 を経てゲートウェイ122 からユーザ端末
126 へ送信されるように説明されている。即ち、図４と５のパワー制御方式は図４と５で
示されているコンポーネントがユーザ端末126 に位置され、ゲートウェイ122 の送信パワ
ーが制御されるものとして説明されている。同一のパワー制御方式はユーザ端末126 が基
地局112 から信号を受信しているならば使用されることができることに注意すべきである
。唯一の差は、パワーコマンド決定装置420 がゲートウェイ122 により使用されるパワー
を調節するか否かではなく、信号をユーザ端末126 へ送信するために基地局112 により使
用されるパワーを調節するか否かを決定することである。前述のパワー制御方式がユーザ
端末126 により使用されるように説明されているが、比較的同一の方式がユーザ端末126 
が信号をゲートウェイ122 または基地局112 へ送信するために使用するパワーを調節する
ためにゲートウェイ122 または基地局112 により使用されることができることに注意すべ
きである。即ち、例えば図４と５のコンポーネントはゲートウェイ122 に位置され、制御
される送信パワーは信号を衛星118 を経てゲートウェイ122 へ送信するときのユーザ端末
126 の送信パワーである。さらに、図４、５のパワー制御方式は信号を基地局112 へ送信
しているときユーザ端末126 の送信パワーを調節するために使用される。
【００７５】
Ｖ．本発明の高レベルの動作
図８は本発明の好ましい実施形態の高レベル動作を示したフローチャートである。ステッ
プ702 で示されているように、プロセスは受信された信号を復調するステップで開始する
。復調された信号はステップ704 で歪ませられる。これは例えば雑音を復調された信号へ
付加することにより行われてもよい。次に、ステップ706 で、信号品質測定値は（変調さ
れていない信号ではなく）歪みを有する変調された信号に基づいて決定される。この信号
品質測定値は例えばＳＮＲの測定値である。最終的に、ステップ708 では、送信パワーの
調節はステップ706 で決定された信号品質測定値に基づいてリクエストされる。
【００７６】
ステップ708 はステップ710 、712 、714 、716 を含むことができる。ステップ710 では
、ステップ706 で決定された信号品質測定値はしきい値と比較される。ステップ712 では
、信号品質測定値がしきい値を超えるか否かについての決定が行われる。ステップ712 の
回答がイエスであるならば、送信パワーの増加（例えば＋０．５ｄＢ）がリクエストされ
る。ステップ712 の回答がノーであるならば、送信パワーの減少（例えば－０．５ｄＢ）
がリクエストされる。
【００７７】
ステップ710 、712 で使用されるしきい値は前述したように、信号品質の第２の測定値に
基づいて調節されることが好ましい。例えば、歪みを有する復調された信号が歪ませられ
た決定データを発生するために復号されることができる。フレームエラーの測定値は歪ま
せられた決定データに基づいて決定される。ステップ710 および712 で使用されるしきい
値はその後、フレームエラーのこの測定値に基づいて調節されることができる。
【００７８】
好ましい実施形態では、ステップ710 、712 で使用されるしきい値が調節されるならば、
ユーザ端末126 が図５のパワー制御方式を使用される場合、パワー制御決定装置420 は、
ユーザ端末126 が図４の方式を使用する場合にそのＳＮＲしきい値を増加しなければなら
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ない程度にステップ610 においてそのＳＮＲしきい値を増加する必要はないことに注意す
べきである。特に、ゲートウェイ122 のパワー調節がＳＮＲしきい値との比較に基づいて
いると仮定する。ユーザ端末126 がゲートウェイ122 の信号送信パワーを制御するために
図４のパワー制御方式を使用するならば、パワーコマンド決定装置420 はステップ610 の
増加したＳＮＲしきい値コマンドの受信に応答して約３ｄＢだけそのＳＮＲしきい値を増
加する必要があり、それによって（歪みのない復調された信号409 または407 の）ＦＥＲ
がしきい値ＦＥＲより下に落ちないことを確実にする。それと対照的に、（同一の無線通
信システム内および同一位置の）同一のユーザ端末126 が図５のパワー制御方式を使用す
るならば、パワーコマンド決定装置420 は歪みのない復調された信号409 または407 の実
際のＦＥＲはＦＥＲしきい値よりも下に落ちない、例えば０．５ｄＢ等、そのＳＮＲしき
い値の増加よりも少量の増加を必要とする。ゲートウェイ122 の送信機パワーはＳＮＲし
きい値の変化を生じる。これは図５の方式を使用するとき、実際のＳＮＲ（即ち復調され
た信号407 または409 のＳＮＲ）がＳＮＲしきい値よりも下に落ちる前にしきい値が増加
されるためである。ゲートウェイ122 の送信機パワーが基本的にＳＮＲしきい値の増加お
よび減少にしたがうので、これはユーザ端末126 が図４の方式で使用される場合と同程度
にゲートウェイ122 がそのパワーを増加する必要をなくす。ゲートウェイ122 の送信機パ
ワーはパワーコマンド決定装置420 により行われるパワーアップ（例えば＋０．５ｄＢ）
とパワーダウン（例えば－０．５ｄＢ）リクエストに基づき、これらのリクエストはＳＮ
Ｒしきい値との比較に基づくので、ゲートウェイ122 のパワーは基本的にＳＮＲしきい値
の変化にしたがう。
【００７９】
さらに、図４のパワー方式では、ＦＥＲがＦＥＲしきい値よりも下に低下しないことを確
実にするため、パワーダウンコマンドに応答するＳＮＲしきい値の増加量は比較的低く、
例えば０．００１ｄＢである。対照的に、ＳＮＲしきい値は図５のパワー方式を使用する
ときパワーダウンコマンドに応答してさらに迅速に、例えば０．００４ｄＢステップダウ
ンされることができる。これは、ＳＮＲしきい値（したがってゲートウェイ送信機パワー
）が実際のＳＮＲ（即ち復調された信号407 または409 のＳＮＲ）がＳＮＲしきい値に到
達する前に増加されるためである。
【００８０】
図９のＡの例示的なグラフは、ユーザ端末126 が図４のパワー制御方式を使用するときの
時間にわたるＳＮＲしきい値を示している。図９のＡから認められるように、パワー制御
決定装置420 は時間ｔ1 でＳＮＲしきい値を増加する。この例では、パワー制御決定装置
420 はステップ610 の増加したＳＮＲしきい値コマンドの受信に応答して３ｄＢだけＳＮ
Ｒしきい値を増加する。時間ｔ1 に先立った時間では、例えばフレームエラーが検出され
ないとき、パワー制御決定装置420 はステップ606 でＳＮＲしきい値を減少する。この例
では、パワー制御決定装置420 がステップ606 で減少したＳＮＲしきい値コマンドの受信
に応答して０．００１ｄＢだけＳＮＲしきい値を減少すると仮定する。代わりに、パワー
制御決定装置420 は時間ｔ1 で増加したＳＮＲしきい値コマンドを受信するまで時間にわ
たってＳＮＲしきい値を独立して減少させてもよい。
【００８１】
さらに、図９のＡを参照すると、ゲートウェイ122 が信号送信に使用するパワーが基本的
にＳＮＲしきい値に従うので、鋸歯状曲線の下の区域はゲートウェイ122 が時間にわたり
信号をユーザ端末126 へ送信するために使用する総パワー量にほぼ比例する。本発明の目
的は所望の信号品質を維持しながら総パワー量を減少することである。したがって、総パ
ワーの減少は鋸歯状曲線下の区域での減少により示されることができる。
【００８２】
図９のＢはユーザ端末126 が図５のパワー制御方式を使用しているとき、時間にわたるＳ
ＮＲしきい値を示している。図９のＢから認められるように、パワーコマンド決定装置42
0 は例えばフレームエラーが検出されたとき（Ｎ個の先のフレームで検出されていないと
き）、時間ｔ1 

´ 、ｔ2 
´ 、ｔ3 

´ でＳＮＲしきい値を増加する。ステップ610 で増
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加したＳＮＲしきい値コマンドの受信に応答するＳＮＲしきい値の増加は図９のＡの３ｄ
Ｂと比較すると、０．５ｄＢに過ぎない。さらに、ＳＮＲしきい値はステップ606 の減少
したＳＮＲしきい値コマンドに応答してさらに迅速にステップダウンされ、これは（例え
ばｔ1 

´ とｔ2 
´ の間の時間で）フレームエラーが検出されたときに生じる。

【００８３】
図９のＡと図９のＢのグラフはほぼ同一のスケールで書かれている。即ち図９のＡと図９
のＢを参照するとき、増加したＳＮＲしきい値コマンドの受信に応答して、ＳＮＲしきい
値の増加は図９のＡでは図９のＢよりも非常に大きい（０．５ｄＢと比較して３ｄＢ）こ
とが認められる。さらに、減少したＳＮＲしきい値の受信に応答して、ＳＮＲしきい値は
図９のＡでは図９のＢ程迅速にステップダウンされない（０．００４ｄＢと比較して０．
００１ｄＢ）。したがって、図９のＢのＳＮＲしきい値の減少を表す特性曲線の勾配は図
９のＡの勾配よりもほぼ４倍大きいことが認められる。ゲートウェイ122 の送信機パワー
は基本的にＳＮＲしきい値の変化に従うので、これらの２つのグラフは、（図９のＡのグ
ラフに対応する）図４のパワー制御方式を使用するときに必要な送信機パワー量が、（図
９のＢのグラフに対応する）図５のパワー制御方式を使用するときに必要な送信機パワー
量よりも非常に大きいことを示している。したがって、図５のパワー制御方式の使用はリ
ソースを節約し、可能な信号干渉を減少する。
【００８４】
二重ループ構造を使用して前述したような適応的なパワー制御方式はパワーアップまたは
パワーダウンコマンドの供給を決定するためにＳＮＲの測定とエラーの測定との両者に依
存する。適応性ではない方式では、測定されたＳＮＲが幾つかの固定したしきい値よりも
上であるか下であるかを単に検出するだけで十分である。しかしながら、適応性の技術で
は、しきい値自体は検出されたエラー数（いわゆる外部ループ）にしたがって変化しなけ
ればならない。１％のような比較的高いＦＥＲを実現することはかなり実際的であるが、
類似した大きさだけ低くされたエラー率は実際的ではない。理由は高いＳＮＲと、それ故
低いＦＥＲで動作しているシステムでは、ＳＮＲが十分に低いために非常に高いＦＥＲが
実現されしきい値が再度値でラチェットされまたはステップアップされるまで、エラーの
ない状態はしきい値を漸進的に低くする。これによって非常に低いＦＥＲと低いドリフテ
ィングの期間の間の交替はＦＥＲを非常に高くする。しかしながら、所望されることは低
いＦＥＲでの安定な動作である。ＳＮＲの測定とＦＥＲとの両者が劣化されるように受信
された信号を歪ませるためバーチャルデコーダが設けられ、バーチャルデコーダがパワー
制御コマンドを発生するが、同時に真の復調された／復号されたデータをリリースしてい
る並列した歪みのない受信機が存在するならば、バーチャルデコーダは１％のような正規
の低いＦＥＲで動作でき、真のデコーダは１以上の類似の大きさだけ低いＦＥＲで動作し
ている。
【００８５】
本発明が有効に使用されることができる１つの領域は新しいコード化／デコード技術（例
えばターボコード化）の応用である。これらの場合、ＳＮＲ対ＢＥＲまたはＦＥＲ間の関
係は非常に急峻な勾配を有する曲線として観察されることができる。即ち、ＳＮＲが少し
高すぎまたは低すぎるとき、さらに大きな量または類似の大きさだけエラー率を変化でき
る。このような技術は導出されたＳＮＲで幾らか変化を起こし、これはエラー率で類似し
た大きさの変化を生じるため、このようなコード化が使用されるとき適応的な（例えば二
重ループ）パワー制御技術を使用することは非常に困難である。前述したバーチャルデコ
ーダ技術の使用は“バーチャルデコーダ”が曲線の急峻ではない、または急峻度の少ない
領域で動作することを可能にし、エラー率への影響が少ないが、実際のデコーダは高い（
劣化のない）ＳＮＲで急峻な領域で動作する。急峻ではない部分でのバーチャルデコーダ
の動作はＳＮＲ変化を小さく維持することを可能にする。
【００８６】
本発明が非常に有効に使用されることができる別の区域は、パワー制御が非常に低い待ち
時間で低いフレームエラー率で必要とされるケースである。２つの類似した例はＴ搬送波
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ファシリティと、非同期転送モード（ＡＴＭ）トラフィックの地上または衛星によるデー
タ転送である。Ｔ搬送波ファシリティは顧客とサービスプロバイダとの間のトラフィック
の混合を表し、ここでトラフィックはデジタル化された音声、デジタルビデオ会議、イン
ターネット、ファイル転送トラフィックの混合である。このような応用では、標準的なサ
ービスは低いエラー率であり、いずれかの端部に組込まれたプロトコルは低い待ち時間を
想定する。このタイプのサービスを与える無線リンクはデータを伝送するための同一特性
を示さなければならない。ＡＴＭサービスでは、最も簡単なケースの音声またはビデオデ
ータのこれらのサービスは、このような実時間サービスの符号化／復号化処理が送信の必
要無しに通常かなり高いエラー率に耐えるように組込まれているので低いエラー率を必要
としない。しかしながら、各ＡＴＭパケット（セル）は高いエラー率を使用できるペイロ
ード情報またはデータだけでなく、損失を抑制するために低いエラー率を必要とするアド
レス情報も含んでいる。通常、反復するパケットは実時間サービスでは許容されず、また
可能ではない。それ故、前述のバーチャルデコーダアレンジメントの使用は、適切である
ように低いフレームエラー率を与え必要な低い待ち時間を維持する能力によって、このよ
うなサービスに対するエラー率に対して改良された制御を可能にする。
【００８７】
本発明の好ましい実施形態の前述の説明は当業者が本発明を実行または使用することを可
能にするために与えられた。これらの実施形態に対する種々の変形は当業者に容易に明白
であり、ここで規定されている一般原理は発明力を使用せずに他の実施形態にも適用され
ることができる。したがって、本発明はここで示されている実施形態に限定されることを
意図するものではなく、ここで説明されている原理および優れた特徴と一貫した最も広い
範囲に従うことを意図している。
【図面の簡単な説明】
【図１】　本発明が有効である典型的な通信システムの図。
【図２】　ユーザ端末で使用するための例示的なトランシーバ装置の図。
【図３】　ゲートウェイで使用するための例示的な送信および受信装置の図。
【図４】　パワー制御方式のブロック図。
【図５】　本発明の好ましい実施形態にしたがったパワー制御方式のブロック図。
【図６】　本発明の１実施形態のパワー制御決定装置により使用される内部パワー制御ル
ープの動作を示すフローチャート。
【図７】　本発明の１実施形態のパワー制御決定装置により使用される外部パワー制御ル
ープの動作を示すフローチャート。
【図８】　本発明の好ましい実施形態の高レベル動作を示すフローチャート。
【図９】　図４のパワー制御方式を使用しているユーザ端末における時間にわたるＳＮＲ
しきい値および図５のパワー制御方式を使用しているユーザ端末における時間にわたるＳ
ＮＲしきい値の特性図。
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